
廿日市市建設工事着手日選択型契約方式の試行に係る取扱要領

令和４年９月３０日

告示第２４８号

（趣旨）

第１条 この要領は、廿日市市が発注する建設工事（以下「工事」とい

う。）の一部において、受注者が一定の期間内で工事着手日を選択する

ことができる契約方式（以下「本契約方式」という。）を試行するに当

たり、必要な事項を定めるものとする。

（対象工事）

第２条 本契約方式は、契約後から工事着手すべき期日まで一定の期間が

確保できる工事のうち、市長が本契約方式を試行することが有利である

と認めたものに適用する。

（工事着手期限日及び工事着手日）

第３条 市長は、工事着手の期限となる日（以下「工事着手期限日」とい

う。）をあらかじめ定めるものとする。

２ 工事着手期限日は、契約見込日から起算し、９０日以内とする。

３ 落札者となるものは、契約見込日から工事着手期限日までの期間で、

任意の日を工事着手日に定め、契約前に工事着手日通知書（別記様式第

１号）により市長に通知しなければならない。

４ 第３項で定めた工事着手日については前倒しできることとし、工事着

手日変更申請書（別記様式第３号）及び変更協議に係る承諾書（別記様

式第５号）により、発注者と受注者が協議したうえで変更契約する。

（工期等の設定）

第４条 市長は、工事の完成に通常必要な日数を算定した所要工期に、契

約見込日から起算し工事着手期限日までの日数を加算して工事完成の期

限となる日の設定を行うものとする。

２ 契約上の工期は、前条第３項による工事着手日に、前項の所要工期の



日数を加算して設定する。ただし、工期の終期日が廿日市市の休日を定

める条例（平成元年条例第２７号）に定める市の休日にあたる場合は、

その翌日とする。

３ 通知された工事着手日から、必要な工期を確保することとし、工期の

終期日を変更する。

（前払金の取扱い）

第５条 受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求できない。

（工事着手日前の取扱い）

第６条 契約日から工事着手日の前日までの期間における当該工事現場の

管理は、発注者の責任において行うものとする。

２ 受注者は、契約日から工事着手日の前日までの期間は、測量、資材の

搬入及び仮設物の設置等を含め、工事に着手することはできない。

（技術者の取扱い）

第７条 契約日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任

技術者及び現場代理人を配置することを要しないものとする。

２ 受注者は、建設工事請負契約約款第１０条に基づく「現場代理人及び

主任技術者等指名（変更）届」を工事着手日から１４日以内に発注者に

提出しなければならない。

３ コリンズへの登録は、工事着手日から土曜日、日曜及び国民の祝日を

除き１０日以内に行うものとする。

（経費の負担）

第８条 本契約方式の試行により生じる経費は、工事着手日の前日までの

現場の管理に要するものを除き、受注者の負担とする。

（契約保証金）

第９条 契約保証の期間は、契約日から契約工期の終期日までとする。

（公告等への明示）

第１０条 市長は、次の事項を公告へ明示する。（別紙１参照）

(1) 本契約方式の対象工事であること。

(2) 第３条により定めた工事着手期限日。



(3) 第３条第３項、第３条第４項、第４条、第５条、第６条第２項、第

７条、第８条及び第９条に関すること。

（契約書への明示）

第１１条 市長は、次の事項を契約書（特約事項）に明記する。（別紙３

参照）

第５条、第６条第２項、第７条及び第８条に関すること。

（その他）

第１２条 この要領の規定は、廿日市市測量・建設コンサルタント等発注

事務処理要領（平成１２年告示第３２号）第１２条の発注方法による契

約について準用する。

２ 前項の規定により、測量・建設コンサルタント等業務の契約について

準用する場合は、次表左欄に掲げる規定の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ当該右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第１条 建設工事（以下「工事」とい

う。）

測量・建設コンサルタント等

業務（以下「業務」とい

う。）

第２条 （対象工事） （対象業務）

工事着手すべき期日 業務着手すべき期日

工事 業務

第３条 （工事着手期限日及び工事着

手日）

（業務着手期限日及び業務着

手日）

工事着手期限日 業務着手期限日

工事着手日 業務着手日

工事着手日通知書（別記用様

式１）

業務着手日通知書（別記用様

式

工事着手日変更申請書（別記

様式３）

業務着手日変更申請書（別記

様式４）



３ この要領に定めのない事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

変更協議に係る承諾書（別記

様式５）

変更協議に係る承諾書（別記

様式６）

第４条 （工期等の設定） （履行期間等の設定）

所要工期 所要期間

工事着手期限日 業務着手期限日

工期 履行期間

工事着手日 業務着手日

第５条 工事着手日 業務着手日

対象工事 対象業務

第６条 （工事着手日前の取扱い） （業務s着手日前の取扱い）

工事着手日 業務着手日

当該工事現場 当該業務箇所

工事着手日 業務着手日

第７条 工事着手日 業務着手日

監理技術者又は主任技術者及

び現場代理人

管理技術者、照査技術者及び

担当技術者

第２項 －

第３項 －

第８条 工事着手日 業務着手日

現場 業務箇所

第９条 工期 履行期間

第１０条 （別紙１参照） （別紙２参照）

対象工事 対象業務

「工事着手期限日」 「業務着手期限日」

第１１条 （別紙３参照） （別紙４参照）



１ この要領は、令和４年１０月１日から施行する。



 

（別記） 

様式第１号（第３条関係） 

 

工 事 着 手 日 通 知 書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

次のとおり工事着手日を定めましたので通知します。 

 

 

工 事 名  

工 事 場 所  廿 日 市 市 

工 事 着 手 日         年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



 

◎工事着手日通知書 

     

・受注者が工事着手日選択型契約方式適用工事の施工に着手する日を定めた場合に使用する。 

・契約締結前に提出すること。 

 

日   付 ： 通知年月日 

宛   先 ： 廿日市市長 

発 信 者  ：  受注者住所氏名押印 

 

１  工事名 契約書（請書）記載の「工事名」を転記 

２  工事場所 契約書（請書）記載の「工事場所」を転記 

３ 着手年月日 工事に着手する予定年月日を記載 

 



 

様式第２号（第３条関係） 

 

業 務 着 手 日 通 知 書 

（業務着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

次のとおり業務着手日を定めましたので通知します。 

 

 

業 務 名  

履 行 場 所  廿 日 市 市 

業 務 着 手 日         年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



 

◎業務着手日通知書 

     

・受注者が業務着手日選択型契約方式適用業務の履行に着手する日を定めた場合に使用する。 

・契約締結前に提出すること。 

 

日   付 ： 通知年月日 

宛   先 ： 廿日市市長 

発 信 者  ：  受注者住所氏名押印 

 

１  業務名 契約書（請書）記載の「業務名」を転記 

２  履行場所 契約書（請書）記載の「履行場所」を転記 

３ 着手年月日 業務に着手する予定年月日を記載 

 



 

様式第３号（第３条関係） 

 

工 事 着 手 日 変 更 申 請 書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

次のとおり工事着手日を変更してください。 

 

 

工 事 名  

工 事 場 所  廿 日 市 市 

変 更 工 事 着 手 日         年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



 

◎工事着手日変更申請書 

   

・受注者が工事着手日選択型契約方式適用工事の施工に着手する日の変更を申請する場合に使用する。 

・工事着手日前に提出すること。 

 

日   付 ： 通知年月日 

宛   先 ： 廿日市市長 

発 信 者  ：  受注者住所氏名押印 

 

１  工事名 契約書（請書）記載の「工事名」を転記 

２  工事場所 契約書（請書）記載の「工事場所」を転記 

３ 変更着手年月日 工事に着手する変更年月日を記載 

 



 

様式第４号（第３条関係） 

 

業 務 着 手 日 変 更 申 請 書 

（業務着手日選択型契約方式適用業務） 

 

 

  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

次のとおり業務着手日を変更してください。 

 

 

業 務 名  

履 行 場 所  廿 日 市 市 

変 更 業 務 着 手 日         年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



 

◎業務着手日変更申請書 

   

・受注者が業務着手日選択型契約方式適用業務の履行に着手する日の変更を申請する場合に使用する。 

・業務着手日前に提出すること。 

 

日   付 ： 通知年月日 

宛   先 ： 廿日市市長 

発 信 者  ：  受注者住所氏名押印 

 

１  業務名 契約書（請書）記載の「業務名」を転記 

２  履行場所 契約書（請書）記載の「履行場所」を転記 

３ 変更着手年月日 業務に着手する変更年月日を記載 

 



様式第５号（第３条関係） 

 

変 更 協 議 に 係 る 承 諾 書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

（元号） 年 月 日付けの工事着手日の変更に係る協議については、承諾します。 

 

 

工 事 名  

工 事 場 所  廿 日 市 市 

変 更 工 事 着 手 日         年   月   日 

 

 

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



様式第６号（第３条関係） 

 

変 更 協 議 に 係 る 承 諾 書 

（業務着手日選択型契約方式適用業務） 

 

 

（元号）  年   月   日  

 

廿  日  市  市  長   様  

 

 

 

落札者   住 所 

                商号又は名称 

代表者氏名                                  ㊞ 

 

 

 

 

（元号） 年 月 日付けの業務着手日の変更に係る協議については、承諾します。 

 

 

業 務 名  

履 行 場 所  廿 日 市 市 

変 更 業 務 着 手 日         年   月   日 

 

  
 
担
 
当
 
課 

 課  長 主  幹  課長補佐   係  長   監督員   契約担当   
      



別紙１（公告別記「工事着手日選択型契約方式」に関する事項） 

工事着手日選択型契約方式について 

 

 本工事は、工事着手日選択型契約方式の対象工事であり、受注者が一定の期間内で工事着手日

（工期の始期日をいう。以下同じ）を選択することができる。 

 

１ 本工事の工事着手期限日 

  本工事の工事着手の期限となる日（以下「工事着手期限日」という。）は、令和○年○月○

日とする。 

 

２ 工事着手日 

(1) 落札者となるものは、契約見込日から工事着手期限日までの期間で、任意の日を工事着手

日に定め、契約前に工事着手日通知書（別記様式第１号）により発注者に通知しなければな

らない。 

(2) 上記(1)で定めた工事着手日については前倒しできることとし、工事着手日変更申請書（別

記様式第３号）及び変更協議に係る承諾書（別記様式第５号）により、発注者と受注者が協

議したうえで変更契約する。 

 

３ 工期 

  通知された工事着手日から、必要な所要工期を確保することとし、工期の終期日を変更する。

なお、所要工期は、○日間とし、工事着手期限日とした場合、工期の終期日は、令和○年○月

○日となる。 

 

４ 前払金 

  受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求することはできない。 

 

５ 工事着手日前の取扱い 

(1) 契約日から工事着手日の前日までの工事現場の管理は、発注者の責任において行うものと

する。 

(2) 受注者は、契約日から工事着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設

置等を含め、工事着手することはできない。 

 

６ 配置予定技術者の取扱い 

(1) 契約日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人を

配置することを要しないものとする。 

(2) 受注者は、建設工事請負契約約款第１０条に基づく「現場代理人及び主任技術者等指名（変

更）届」を工事着手日から１４日以内に発注者に提出するものとする。 

 

７ コリンズへの登録 

コリンズへの登録を工事着手日から１０日以内（土曜日、日曜日、祝日等を除く）に行う。 

登録にあたっては、「契約工期」は全体工期、「実施工期」及び「技術者等の従事期間」は

実工事期間の始期（工事着手日）から終期とする。 

 

８ 経費の負担 

  本契約方式により生じる経費は、工事着手日の前日までの現場の管理に要するものを除き、

受注者の負担とする。 

 

９ 契約保証金 

  契約保証の期間は、契約日から工期の終期日までとする。 



別紙２（公告別記「業務着手日選択型契約方式」に関する事項） 

業務着手日選択型契約方式について 

 

 本業務は、業務着手日選択型契約方式の対象業務であり、受注者が一定の期間内で業務着手日

（履行期間期日をいう。以下同じ）を選択することができる。 

 

１ 本業務の業務着手期限日 

  本業務の業務着手の期限となる日（以下「業務着手期限日」という。）は、令和○年○月○

日とする。 

 

２ 業務着手日 

(1) 落札者となるものは、契約見込日から業務着手期限日までの期間で、任意の日を業務着手

日に定め、契約前に業務着手日通知書（様式第２号）により発注者に通知しなければならな

い。 

(2) 上記(1)で定めた業務着手日については前倒しできることとし、業務着手日変更申請書（別

記様式第４号）及び変更協議に係る承諾書（別記様式第６号）により、発注者と受注者が協

議したうえで変更契約する。 

 

３ 履行期間 

  通知された業務着手日から、必要な所要期間を確保することとし、履行期間の終期日を変更

する。なお、所要期間は、○日間とし、業務着手期限日とした場合、履行期間の終期日は、令

和○年○月○日となる。 

 

４ 前払金 

  受注者は、業務着手日前に対象業務の前払金を請求することはできない。 

 

５ 業務着手日前の取扱い 

(1) 契約日から業務着手日までの業務現場の管理は、発注者の責任において行うものとする。 

(2) 受注者は、契約日から業務着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設

置等を含め、業務着手することはできない。 

 

６ 配置予定技術者の取扱い 

 契約日から業務着手日の前日までの期間は、管理技術者又は照査技術者を配置することを要

しない。 

 

７ 経費の負担 

  本契約方式により生じる経費は、業務着手日までの現場の管理に要するものを除き、受注者

の負担とする。 

 

８ 契約保証金 

  契約保証の期間は、契約日から履行期間の終期日までとする。 



別紙３ 

特 約 事 項 

（工事着手日選択型契約方式に関する事項） 

 

 

１ 受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求することはできない。 

 

２ 受注者は、契約日から工事着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置

等を含め、工事着手することはできない。 

 

３ 契約日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人を配

置することを要しない。 

 

４ 本契約方式により生じる経費は、工事着手日の前日までの現場の管理に要するものを除き、

受注者の負担とする。 

 

 



別紙４ 

特 約 事 項 

（業務着手日選択型契約方式に関する事項） 

 

 

１ 受注者は、業務着手日前に対象業務の前払金を請求することはできない。 

 

２ 受注者は、契約日から業務着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置

等を含め、工事着手することはできない。 

 

３ 契約日から業務着手日の前日までの期間は、管理技術者又は照査技術者を配置することを要

しない。 

 

４ 本契約方式により生じる経費は、業務着手日の前日までの業務箇所の管理に要するものを除

き、受注者の負担とする。 

 

 


